様式１

令和　年度彩の国経営革新モデル企業指定申請書
令和　　年　　月　　日

埼 玉 県 知 事　　　　　　　様

住　　所

企 業 名

代表者職名

代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　
連絡担当者名

電　　話

Ｆ Ａ Ｘ

Ｅメール

彩の国経営革新モデル企業指定制度実施要綱第３条の規定に基づき指定を受けたいので、下記のとおり申請します。

記

(1) 経営革新計画テーマ名

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(2) 経営革新計画期間

　平成（令和）　　年　　月　～　平成（令和）　　年　　月（　　年計画）

(3) 経営革新計画承認日

　平成（令和）　　年　　月　　日

(4) 経営革新計画の実施状況

　別紙のとおり
(5) 従業員数
※従業員数には役員も含みます。短時間労働者等は正社員換算して従業員数を算出してください。
計画終了時：　　　人　　現在（※）：　　　人　※計画終了時と現在が同一の場合は不要
経営革新計画の実施状況
　
(1) 経営革新計画の概要

※　適宜図表又は写真等を添付ください。

※　ここで御記入いただいた内容につきましては、モデル企業の事例として広く公開させていただくことがあります。記入枠は適宜拡大・縮小等してください。
※　適宜見出しを付けていただいても構いません。

	　ア　経営革新計画に取り組むにあたって
1 取り組もうと思った動機
（「○○という経営環境の変化などに対して△△という問題意識を持ち経営革新に取り組もうと思った」、「□□ということがきっかけで経営革新に取り組もうと思った」など、具体的に記入してください。）
2 経営革新の目標
（「① 取り組もうと思った動機」を受け、どのような目標を立てたのかを具体的に記入してください。）


	　イ　経営革新計画の実行
1 具体的な取組内容
(「ア②経営革新の目標」の実現に向けて、どのような計画を立て、どのような取組を行ったのか、計画実行にあたっての課題をどのように乗り越えたかなど具体的に記入してください。)
2 「イ①具体的な取組内容」の実現のための秘訣
（貴社が計画を実行できた成功の秘訣を苦労・工夫したことなども含めて具体的にお書きください。）



	　ウ　経営革新に取り組んだ成果（下記の例を参考に具体的に記入してください。）




(2) 経営革新計画の実行にあたって活用した支援策

	活用した支援策の名称
	金　額　等
	活用時期

	
	
	

	
	
	

	
	
	


(3) 他の企業が経営革新計画を実行するにあたって貴社が模範となる事項
(4) 今後の展開

　
経営革新計画関連商品等の概要　　

経営革新計画における商品や成果物の画像等を下記の四角囲みに貼ってください。

会社名： 
経営革新のテーマ：

	


商品等名称： 
商品等概要： 
想定顧客：

顧客のメリット： 

誓約書
　私は、彩の国経営革新モデル企業の指定を申請するにあたり、下記の事項について誓約します。この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、不利益を被ることとなっても、異議は一切申し立てません。
１　県税の滞納がないこと

　埼玉県（産業労働部産業支援課）が彩の国経営革新モデル企業の指定のために必要な範囲内で、当事業者の県税に関する納付状況等について確認することに同意します。（以下のいずれかを記入）
	【法人の場合】法人番号（１３桁）
	

	【個人事業主の場合】個人事業税納税番号（９桁）
	


２　重大な法令違反がないこと
　上記について、県環境管理事務所、関係する市町村に環境関連の法令違反を確認することに同意します。

　また県雇用労働関係所管課に雇用・労働に関する内容を確認することに同意します。

　　所在地：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　事業者名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　代表者職・氏名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（別紙１）





(例)


○経営指標(売上、付加価値額、経常利益、雇用人数等)における成果


○社内環境(社内の体制・雰囲気、社員のやる気等)における成果


○社外環境(マスコミ報道、ビジネスパートナーや金融機関、顧客等からの信用・評判等)における成果








（別紙２）





（別紙３）








